
金属労協・最賃センター 

 

2010 年度産業別最低賃金の取り組み方針 
 

 

雇用環境の悪化とデフレの進行によって賃金の切り下げ圧力が高まっています。このた

め、雇用に関する社会的セーフティーネットの強化とともに、地域別最低賃金の水準改善

による賃金のセーフティーネット強化や、公正な賃金決定を支える産業別最低賃金の実効

性を高めることが、従来以上に重要になっています。 

雇用形態の多様化やそれに伴う低賃金層の増大に対して、賃金の最低限を保障するセー

フティーネットを強化する観点から、最低賃金は従来に比べて大幅に引き上げられていま

す。2007 年度に「成長力底上げ戦略推進円卓会議」の合意を踏まえた引き上げが行われた

ことに引き続き、2008 年７月に施行された改正最低賃金法に「生活保護に係る施策との整

合性に配慮する」と盛り込まれたことを踏まえ、2008 年度、2009 年度の地域別最低賃金額

改定の目安では、地域別最低賃金と生活保護水準との乖離額を明示し、その解消を図るこ

ととしました。その結果、地域別最低賃金は３年間で、全国加重平均で時間額が 40 円引き

上げられています。また、民主党のマニフェストにおいても、「最低賃金を引き上げる」こ

とが掲げられ、具体的には、「全ての労働者に適用される「全国最低賃金」を設定（800 円

を想定）する」、「景気状況に配慮しつつ、最低賃金の全国平均 1000 円を目指す」等の内容

となっています。 

一方、産業別最低賃金については、改正最低賃金法によって「特定最低賃金」として位

置づけられ、法改正後もそれまでの運用がそのまま継承されることになりました。今後は、

雇用を取りまく環境の変化や地域別最低賃金の大幅な引き上げ、労働組合の社会的な役割

を踏まえて、賃金の底上げと格差改善につながる水準へと産業別最低賃金を引き上げてい

く必要があります。 

金属労協では、2008 年 12 月に、「企業内最低賃金協定の締結拡大と着実な引き上げに向

けて」と題する方針を確認しました。方針では、産業別最低賃金の取り組みを強化するた

め、全企業連・単組の企業内最低賃金協定締結と高卒初任給に準拠した水準への引き上げ

に計画的に取り組むこととしています。企業内最低賃金協定締結の成果を産業別最低賃金

に波及させ、未組織労働者を含めた金属産業に働く基幹的労働者の賃金の底上げを図り、

金属産業の魅力を高める賃金の実現をめざすこととします。 

2010 年度は、こうした状況を踏まえ、以下の方針に基づき、すべての産業別最低賃金の

金額水準の引き上げに取り組むこととします。 
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Ⅰ．法定最低賃金の取り組み 

 

１．産業別最低賃金の 2010 年度｢金額改正｣および｢新設｣の取り組み 

 

(1) 金額改正の取り組み 

 都道府県別に設定されているすべての産業別最低賃金について金額改正の取り組み

を行うこととします。 

 

(2) 新設の取り組み 

  関係産別ならびに連合本部、当該地方連合と連携し、積極的に新設に取り組むことと

します。 

 

(3) 申出（申請）にむけた取り組み 

①申出要件確保に向けた取り組み 

各産別・単組は、企業内最低賃金協定の締結や、産業別最低賃金の改正の必要性に

関する決議などによって、申出要件を確実に確保します。 

 ②適用労働者数の確認 

2010 年度の審議では、2006 年の事業所・企業統計調査によって適用労働者数が確定

されます。調査以降、経済環境の変化や事業構造改革等により、事業所の統廃合・新

設や主要生産品目の変化による産業分類の変更などが実施され、適用労働者数が大幅

に変動している場合があります。その場合には、都道府県労働局との調整が必要にな

ります。 

意向表明後、都道府県労働局より当該産業別最低賃金の適用労働者数が提示される

ことになっています。適用労働者数の確認を早めに行い、申出要件を確実に確保する

こととします。 

 

(4) 経営側への理解活動 

 「産業別最低賃金制度全員協議会報告」（2002 年 12 月６日）では、「関係労使のイニ

シアティブ発揮を中心とした改善」等についてとりまとめられました。 

「関係労使のイニシアティブ発揮」に向けて、全国レベルおよび各都道府県レベルに

おける当該産業の業界団体や当該企業（事業所）等に対して、産業別最低賃金への理解

と協力を求める活動を積極的に行うこととします。 

具体的には、別掲の「産業別最低賃金制度全員協議会報告への対応」に基づき、申出

に関して、当該企業（事業所）に対する報告や話し合いなどをすすめ、関係労使当事者

間の意思疎通を図ることとします。 
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(5) 申出（申請）時期 

  2010 年 3 月末までに改正および新設の意向表明を行い、早期発効を念頭に、6 月末ま

での申出をめざします。 

 

(6) 労働協約ケースによる申出（申請）の促進と企業内最低賃金協定の割合の拡大 

産業別最低賃金を通じて、企業内最低賃金協定を未組織労働者に波及させ、産業全体

の賃金の底上げを図るという目的や、2002 年 12 月の中央最低賃金審議会報告における

「労働協約ケースによる申し出に向けた努力」を踏まえ、「労働協約ケース」による申

出を一層促進します。 

公正競争ケースで申出を行う場合においても、合意者（分子）に占める企業内最低賃

金協定の割合を高めることとします。 

 

(7) 申出（申請）時の水準チェック 

企業内最低賃金協定の水準は、金属労協平均で 153,000 円程度となっていますが、水

準のバラツキが大きく、現行の産業別最低賃金と水準が接近している協定もある状況と

なっています。 

産業別最低賃金の金額改正・新設の申出の際に提出する企業内最低賃金協定は、申出

ケ－ス(労働協約ケ－スまたは公正競争ケース)に関わりなく、産業別最低賃金額改正の

上限として取り扱われます｡  

地賃が大幅に引き上げられることを念頭に、申出書に添付する企業内最低賃金協定の

水準が産業別最低賃金の引き上げに寄与する水準となっているかどうか、申出時のチェ

ックを十分に行うこととします｡ 

 

(8) 疎明資料の添付 

  公正競争ケースで申出を行う場合は、「公正競争確保の必要性」の申請理由を明らか

にするにあたり、1998 年 12 月の中央最低賃金審議会「産業別最低賃金に関する全員協

議会報告」を踏まえて、企業規模間格差、組織・未組織間などの賃金格差の存在を疎明

する「疎明(そめい)資料」の作成と提示に積極的に取り組むこととします。 

  なお、疎明資料の作成にあたっては、地方連合、産別の連携のもとに対応することと

します。 

 

(9) 必要性審議への対応 

  経済・雇用環境の厳しさや地域別最低賃金が大幅に引き上げられることなどから、従

来以上に必要性審議が難航することが予想されます。このため、(4)の取り組みによっ

て、当該産業労使の合意形成に向けた働きかけを強化します。必要性審議では、必ず必

要性ありの答申を引き出した上で、当該産業労使が参加する専門部会で金額審議を行う

こととします。 
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(10) 金額水準の考え方 

産業別最低賃金が、｢年齢要件｣（18 歳以上 65 歳未満）を設け、｢軽易業務｣除外後の

基幹的労働者に適用される最低賃金であるという性格にふさわしい水準をめざし、産業

別最低賃金の水準の引き上げに取り組むこととします。 

同時に、同一価値労働・同一賃金を基本とした均等・均衡待遇の実現に向けて、企業

内最低賃金の締結と水準引き上げの成果を、未組織労働者を含めた当該産業の基幹的労

働者に波及させることをめざします。 

産業ごとの具体的目標については、各産別の取り組みとします。 

① 金属労協の掲げる企業内最低賃金協定に準拠した水準（後掲）をめざして、着実

な引き上げを行うこととします。 

② 地域別最低賃金に対して少なくとも「10％以上上回る水準の確保」に取り組んで

きた経緯を踏まえ、従来の優位性を確保しつつ、さらに基幹的労働者にふさわしい

水準へと引き上げることとします。 

 

 (11) 発効日の前倒し 

  発効日については､ 1990 年度以降 ｢すべての産業別最低賃金の年内発効｣ をめざし

て取り組みをすすめてきました。これまでの考え方や着実な成果をふまえ､引き続き早

期発効に取り組み、具体的には 10～11 月発効を当面の中期目標とします。このため、

産業間・地域間の連携の下で、効果的な日程配置を検討しつつ、申出や審議日程の前倒

し等の取り組みを推進します｡ 

 

(12) 「産業別最低賃金の新設・金額改正に向けた取り組みの留意点」の活用 

  2010 年度は、厳しい経済環境や地域別最低賃金の大幅な引き上げが見込まれることな

どから、産業別最低賃金の審議が従来以上に難航することが予想されます。「産業別最

低賃金の新設・改正に向けた取り組みの留意点」を参考に、労使のイニシアティブを発

揮しながら、産業別最低賃金の新設・金額改正に取り組むこととします。 

 

 

２．目安制度のあり方に関する全員協議会報告への対応 

 

2009 年２月から、中央最低賃金審議会のもとに「目安制度のあり方に関する全員協議

会」が設置されましたが、2009 年度の目安審議のために中断されたままとなっています。

今後の状況を踏まえ、連合や中央最低賃金審議会労働者側委員との連携のもとで対応す

ることとします。 
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３．連合、最低賃金審議会委員、地方組織との連携強化 

 

諸活動を推進するにあたり、連合本部、中央最低賃金審議会労働者側委員との連携を

密にして取り組むとともに、中央・地方の連携を強めることとします。 

また、地方における審議では、ＪＣ地方ブロックや地方連合、地方連合金属部門連絡

会、地方最低賃金審議会労働者側委員との連携・協力体制を強め、申出時の企業内最低

賃金協定のチェックや日程配置、共通主張・目標の設定などに取り組むこととします。 

 

 

４．決定金額の周知と履行確保の取り組み 

 

産業別最低賃金の周知と履行確保については、当該産業労使の自主的な努力が求めら

れています。産業、企業、事業所レベルの協議の場を通じて、決定金額の周知と履行確

保に取り組むこととします。 

 

 

Ⅱ．企業内最低賃金協定の取り組み 

 

１． 企業内最低賃金協定の締結促進 

 

企業内最低賃金協定は、企業内における賃金の最低規制であるとともに、産業別最低

賃金の基礎となるものです。具体的には、申出要件である金額改正・新設の必要性に関

する合意（分子）と見なされ、金額審議においても重要な参考指標となります。 

産業別最低賃金を引き上げ、実効性を高めていくため、企業内最低賃金協定の締結拡

大と水準の引き上げに取り組むこととします。 

 

 

２．企業内最低賃金協定の考え方 

 

①金額水準 

＊高卒初任給に準拠する水準を基本とし、月額 154,000 円以上とします。高卒初任給

は、企業における入り口賃金であることから、企業内の賃金の最低規制である企業

内最低賃金協定の水準とします。 

＊時間額で協定する場合は、月額水準を所定労働時間で除した水準とし、975 円以上

とします。非正規労働者への適用や産業別最低賃金への反映を図るため、時間額に

よる協定や時間額の併記を行います。 

＊産業別最低賃金の申出書に添付した企業内最低賃金協定が産業別最低賃金額改正の
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上限になることに留意して協定を締結することとします。 

②適用対象者 

＊産業別最低賃金の適用が「18 歳以上 65 歳未満」になっていることから、個別賃金

の一環として、18 歳以上の従業員を対象とした「18 歳最低賃金協定」締結の取り組

みを行います。 

＊前記水準を前提に、直接雇用の非正規労働者を含めた協定の締結をめざします。 

③春季生活闘争における取り組み 

＊全企業連・単組が企業内最低賃金協定の締結を要求し、賃金と同時に回答を引き出

すことをめざします。そのことによって共闘効果を発揮し、さらに賃金の最低基準

を社会全体に波及させることをめざします。 

 

 

Ⅲ．各種会議等 

 

１．各種会議の開催 

 

(1) 運営委員会 

    中央最低賃金審議会委員と事務局で構成し、産業別最低賃金の取り組みの検討を行う

とともに、中央最低賃金審議会に意見反映を行うべく、対応を検討することとします 

 

(2) 対策委員会 

必要に応じ適宜開催し、産業別最低賃金の取り組み方針の論議・確認を行うとともに、

共同した活動を推進するために具体的活動内容について協議することとします。 

 

 

２．情報の伝達 

 

  最低賃金制度の見直しの動向や、金額改正・新設の申出および審議の状況、地域別最

低賃金・産業別最低賃金の金額決定状況等、各種情報については、適宜事務局より伝達

することとします｡ 

 

  以上の方針にもとづいて活動を推進することとし､ 具体的な取り組み方針については対

策委員会において、その都度協議・決定することとします｡ 

 

以 上 
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中央最低賃金審議会「産業別最低賃金制度全員協議会報告」 

（2002 年 12 月 6 日）への対応 

 

産別全協報告（2002 年 12 月 6 日） 具体的な対応 

(1)①関係労使当事者間の意思疎通 

 産業別最低賃金の決定、改正又は廃止(以

下「決定等」という。)に関する申出につい

て、関係労使が双方の意向を了知しておくこ

とは、その後の円滑な審議にとって重要であ

るため、当該申出の意向表明後速やかに、関

係労使当事者間の意思疎通を図ることとす

る。この場合の意思疎通としては、関係労使

当事者間において話合いを持つことが望ま

しい。 

 なお、関係労使当事者とは、主として、労

働協約締結当事者の使用者(使用者団体を含

む。)又は労働組合、都道府県内における当

該産業の関係労使団体などを指すものであ

る。 

○産業別団体レベル、企業レベル、都道府県（事

業所）レベルなど、さまざまな場において、

産業別最低賃金についての労使の話し合い

を促進する。 

○都道府県レベル（たとえば事業所レベルな

ど）において、申請の取り組みについて経営

者側への通知や労使の話し合いを行う。な

お、この取り組みは、最低賃金協定を締結し

ている企業や事業所に限らず、労働組合の機

関決議によって申請を行う場合等において

も実施する。 

○申請についての通知のみでなく、同時に、産

業別最低賃金の意義や役割について、経営側

に理解を求めるべく働きかけに努める。 

 

(1)②関係労使の参加による必要性審議 

 産業別最低賃金の決定等の必要性の有無

に関する調査審議(以下「必要性審議」とい

う。)について、従来どおりの方法で行うか、

当該産業の労使が入った場で行うかを、地方

最低賃金審議会において、地域、産業の実情

を踏まえつつ、検討することとする。 

 なお、必要性審議において、当該産業別最

低賃金が適用される中小企業を含めた関係

労使が参加することにより、より実質的な審

議が行われることを期待するものである。 

○各地域における産業の実情を踏まえながら、

実質的な必要性審議ができるような、よりの

ぞましい審議の場のあり方について、各地方

審議会で検討を行う。 

(1)③金額審議における全会一致の議決に向

けた努力 

 関係労使のイニシアティブ発揮により設

定されるという産業別最低賃金の性格から、

産業別最低賃金の決定又は改正の金額に関

する調査審議については、全会一致の議決に

至るよう努力することが望ましい。 

○労使のイニシアティブ発揮という趣旨に則

り、全会一致の議決に至るように最大限努力

をする。 

(1)④関係労使の自主的な努力による周知及

び履行確保 

 産業別最低賃金の周知及び履行確保につ

いて、関係労使のイニシアティブ発揮により

設定されるという産業別最低賃金の性格に

かんがみ、行政の役割とあいまって、当該産

業別最低賃金が適用される関係労使がその

自主的な努力により、産業別最低賃金の周知

及び履行確保に努めることが望ましい。 

○産別・企業（事業所）レベル等での話し合い

場を通じて、周知と履行確保の働きかけを行

うこととする。 
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産別全協報告（2002 年 12 月 6 日） 具体的な対応 

(2)①労働協約ケースによる申出に向けた努

力 

 平成 10 年報告を踏まえ、関係労使の努力

により労働協約ケースが増加してきている

ところであるが、今後においても平成 10 年

報告の再確認を通じ、公正競争ケースから労

働協約ケースによる申出に向けて一層努め

ることとする。 

 なお、公正競争ケースによる申出におい

て、申出者は平成 10 年報告を踏まえ、賃金

格差の存在を疎明するための資料の一層の

充実を図ることとする。 

○「労働協約ケース」による申請を一層促進す

ることとし、各産別は企業内最低賃金協定の

締結促進など、そのための取り組みを推進す

る。 

○組織・未組織間などの賃金格差の存在を疎明

する「疎明(そめい)資料」の作成と提示に積

極的に取り組む。 

(2)②適用労働者数の要件 

 「新しい産業別最低賃金の運用方針(昭和

57 年 1 月 14 日中央最低賃金審議会答申）」に

おいて、新しい産業別最低賃金については

「相当数の労働者に当該最低賃金の適用が

見込まれるものでなければならない」とされ

ていること、また、昭和 61 年答申における

新産業別最低賃金への転換に係る経過措置

として「相当数の労働者」の範囲については、

地方最低賃金審議会において、原則として

1,000 人程度を基準として、地域の実情に応

じ決定するものとする」とされていることを

考慮し、産業別最低賃金における「相当数の

労働者」の範囲についても、原則として 1,000

人程度とし、地域、産業の実情を踏まえ、

1,000 人程度を下回ったものについては、申

出を受けて、地方最低賃金審議会において、

廃止等について調査審議を行うこととする。

○相当数の労働者については、地域・産業の実

情を踏まえたものとなるように対応する。 

○具体的な取り組みは、地方連合と連携して対

応する。 

(2)③適用労働者数等の通知 

 産業別最低賃金の決定等に関する申出の

意向表明があった場合には、適用労働者数等

を労使双方で確認できるようにするため、当

該申出の意向表明後速やかに、最低賃金審議

会事務局から当該産業別最低賃金の基幹的

労働者である適用労働者数等を明示し、関係

労使に通知することとする。 

○適用労働者数については、地方労働局と調整

の上、直近の変動を反映するなどの対応に努

め、申請要件を確保する。 

(2)④産業別最低賃金の表示単位期間の時間

額単独方式の検討 

 地域別最低賃金の表示単位期間について

は、平成 14 年度からすべての都道府県で時

間額単独方式に移行したところであり、産業

別最低賃金の表示単位期間の時間額単独方

式への移行についても、地方最低賃金審議会

において、地域、産業の実情を踏まえつつ、

検討することとする。 

○地域別最低賃金の時間額単独方式への移行

を踏まえて、産業別最低賃金についても、

2003 年度からの時間額単独方式への移行に

努める。 

 


